
第70回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

サンユー建設株式会社

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および定款第16条の規

定に基づき、当社ホームページ（http://www.sanyu-co.co.jp）に掲載することによ

り、株主の皆様に御提供しております。

表紙



連結注記表

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

　連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

行方建設株式会社

当連結会計年度に行方建設株式会社の株式取得により、当連結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。

(2) 非連結子会社の状況

　非連結子会社の名称

サンユーエステート株式会社、株式会社中央造園設計事務所

　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、

いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

　サンユーエステート株式会社、株式会社中央造園設計事務所、サンユーテクノ株式会社

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持

分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

関連会社株式　　　　　　　　　　総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　総平均法による原価法

②　たな卸資産

未成工事支出金　　　　　　　　　個別法による原価法

販売用不動産・不動産事業支出金　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

製品・仕掛品　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用

しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　  　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　  　　従業員に対して支給する賞与の支出に備え、将来の支給見込額の

うち当期負担額を計上しております。

③　完成工事補償引当金　  　　　　完成工事の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため、過去の完

成工事に係る補償費の実績を基準にして計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付に係る自己都合要支給額を計

上しております。

②　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を採用しておりま

す。

③　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、効果の発生する期間を合理的に見積もり、当該期間にわたり均等償却し

ております。

④　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当連結

会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、平成30年６月27日開催の第69回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職

慰労金の打切り支給を決議いたしました。

　これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支給額の未払分50,383千円を固定負債の「そ

の他」に含めて表示しております。
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５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物・構築物 270,345千円

土        地 405,754千円

     計 676,100千円

②　担保に係る債務

短期借入金 500,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,229,788千円

(3) 受取手形裏書譲渡高 15,920千円

(4) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、連結会計年度末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が連結会計年度末日

残高に含まれております。

　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　　 　　　1,994千円

６．連結損益計算書に関する注記

　工事進行基準による完成工事高　　　　　    　　　　 5,843,939千円
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,000,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月27日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 52,853 15 平成30年３月31日 平成30年６月28日

平成30年11月14日
取 締 役 会

普 通 株 式 35,358 10 平成30年９月30日 平成30年12月14日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

令和元年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 70,715 20 平成31年３月31日 令和元年６月27日

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入、社債の発行によ

り資金を調達しております。

　受取手形及び売掛債権等に係る顧客の信用リスクは、与信管理を行うことによってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握

を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成31年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの、あ

るいは重要性が乏しいものは、次表には含めておりません。（（注２）をご参照ください）
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（単位：千円）

連結貸借対照表計上額(※) 時　価(※) 差　額

① 現 金 預 金 4,630,136 4,630,136 －

②
受取手形及び完成工事
未収入金・不動産事業
未 収 入 金 ・ 売 掛 金

844,526 844,526 －

③ 投 資 有 価 証 券

　 そ の 他 有 価 証 券 211,994 211,994 －

④ 工事未払金及び買掛金 (808,700) (808,700) －

⑤ 短 期 借 入 金 (515,984) (515,984) －

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金預金②受取手形及び完成工事未収入金・不動産事業未収入金・売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

③投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

④工事未払金及び買掛金⑤短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区　　　　　　分 連結貸借対照表計上額

①非上場株式 126,000

②関係会社株式 51,682

③預り保証金 539,835

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上

表には含めておりません。
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９．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用オフィスビル及び賃貸住宅等を保有しております。

当事業年度における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は352,329千円（賃貸収益は不動産事業収入に、賃

貸費用は不動産事業原価に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

4,602,619 129,056 4,731,675 6,171,010

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。

２．当連結会計年度の主な増加額は賃貸用不動産１棟の購入費であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 3,018円66銭

(2) １株当たりの当期純利益 220円80銭

11．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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12．その他の注記

（取得による企業結合）

　①企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称    行方建設株式会社

事業の内容          型枠大工工事業

（2）企業結合を行った主な理由

　当社と行方建設株式会社は同じ建設業界の企業でありながら、得意とする分野や役割が異なっ

ており、当社の経営資本及び営業力と、行方建設株式会社の持つ高い技術力を相互に活用するこ

とにより、当社グループの競争力と収益力を強化し、企業価値向上を期するため。

（3）企業結合日

平成30年４月２日

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

変更はありません。

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とした株式取得により、当社が同社の議決権の100％を取得し支配を獲得するためで

　　　　 あります。

②連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

　平成30年４月１日から平成31年３月31日

③被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　　現金 385,000千円

取得原価 385,000千円

④主要な取得関連費用の内容及び金額

　アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　　 　　　3,500千円
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⑤発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　(1)発生したのれんの金額

　　　212,896千円

　(2)発生原因

　　　今後の事業展開によって期待される、超過収益力から発生したものであります。

　(3)償却方法及び償却期間

　　　７年間にわたる均等償却

⑥企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　流動資産　　　　　749,551千円

　固定資産　　　　　 30,113　　

　資産合計　　　　　779,664　　

　流動負債　　　　　561,021

　固定負債　　　　　 46,540　　

　負債合計　　　　　607,561　　
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式　　　総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　総平均法による原価法

②　たな卸資産

未成工事支出金　　　　　　　　　個別法による原価法

販売用不動産・不動産事業支出金　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

製品・仕掛品　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品

　金属製品用材料　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用

しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　定額法によっております。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　  　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　  　　従業員に対して支給する賞与の支出に備え、将来の支給見込額の

うち当期負担額を計上しております。

③　完成工事補償引当金　  　　　　完成工事の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため、過去の完

成工事に係る補償費の実績を基準にして計上しております。

④　退職給付引当金　　　　  　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付に係る

自己都合要支給額を計上しております。

(4) 完成工事高及び

　完成工事原価の計上基準　　　　　　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を採用しておりま

す。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、平成30年６月27日開催の第69回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職

慰労金の打切り支給を決議いたしました。

　これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支給額の未払分50,383千円を固定負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業

年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物・構築物 270,345千円

土        地 405,754千円

     計 676,100千円

②　担保に係る債務

短期借入金 500,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,206,444千円

(3) 受取手形裏書譲渡高 15,920千円

(4) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が事業年度末日残高に

含まれております。

　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　　 　　　1,994千円

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 157千円

②　短期金銭債務 4,054千円

③　長期金銭債務 820千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 工事進行基準による完成工事高　　　　　　　　　　　 4,451,850千円

(2) 関係会社との取引高

  　営業取引による取引高

 　売上高 19,854千円

 　仕入高 51,121千円

  　営業取引以外の取引高 264千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 464,250株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 16,672千円

貸倒引当金 1,302千円

賞与引当金 1,273千円

退職給付引当金 73,181千円

長期未払金 15,266千円

完成工事補償引当金 454千円

株式報酬費用 956千円

減損損失 3,759千円

評価性引当額 △3,759千円

繰延税金資産合計 109,106千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △23,955千円

繰延税金負債合計 △23,955千円

繰延税金資産の純額 85,151千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び事務機器等の一部については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 3,025円61銭

(2) １株当たりの当期純利益 227円52銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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